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市
の
家
計
簿

平 成 30 年 度

決 算
市税市税市税

50億    450億    4万円万円

（16.8％）（16.8％）

120億9,039120億9,039万円万円

（40.8％）（40.8％）

16億1,96416億1,964万円万円

（5.5％）（5.5％）

21億1,23221億1,232万円万円

（7.1％）（7.1％）
2億9,0082億9,008万円万円（1.0％）（1.0％）

50億    4万円

（16.8％）

地方交付税地方交付税

市債 〔借入金〕〔借入金〕

地方交付税
120億9,039万円

（40.8％）

市債 〔借入金〕

33億1,48033億1,480万円万円

（11.2％）（11.2％）

33億1,480万円

（11.2％）

県支出金県支出金県支出金
16億1,964万円

（5.5％）国庫国庫
支出金支出金
国庫
支出金

21億1,232万円

（7.1％）
分担金及び負担金分担金及び負担金分担金及び負担金
2億9,008万円（1.0％）

諸収入　　　　  5億7,197諸収入　　　　  5億7,197万円万円（1.9％）（1.9％）
財産収入　　  　1億1,833財産収入　　  　1億1,833万円万円（0.4％）（0.4％）
繰越金　　　　  9億9,562繰越金　　　　  9億9,562万円万円（3.4％）（3.4％）
繰入金　　　　16億7,591繰入金　　　　16億7,591万円万円（5.7％）（5.7％）
使用料及び手数料使用料及び手数料　  4億9,819　  4億9,819万円万円（1.7％）（1.7％）
寄附金　　　　　　 8,432寄附金　　　　　　 8,432万円万円（0.3％）（0.3％）

諸収入　　　　  5億7,197万円（1.9％）
財産収入　　  　1億1,833万円（0.4％）
繰越金　　　　  9億9,562万円（3.4％）
繰入金　　　　16億7,591万円（5.7％）
使用料及び手数料　  4億9,819万円（1.7％）
寄附金　　　　　　 8,432万円（0.3％）

地方譲与税等
12億5,831万円（4.2％）

（31.2％）

自主財源
（68.8％）

依存財源

歳入総額歳入総額

296億2,992296億2,992万円万円

歳入総額

296億2,992万円

　
平
成
　
年
度
の
郡
上
市
一
般
会
計
の
決

３０

算
額
は
、
歳
入
（
市
に
入
っ
た
お
金
）
が

２
９
６
億
２
９
９
２
万
円
、
歳
出
（
市
が

使
っ
た
お
金
）
が
２
８
２
億
７
０
６
９
万

円
と
な
り
ま
し
た
。

　
歳
入
・
歳
出
額
を
市
民
一
人
あ
た
り
に

換
算
（
平
成
　
年
４
月
１
日
人
口
＝
４
万

３１

１
５
９
２
人
）
す
る
と
、
入
っ
た
お
金
は

　
万
２
３
９
５
円
、
使
っ
た
お
金
は
　
万

７１

６７

９
７
１
５
円
と
な
り
ま
す
。

▼
市
に
入
っ
た
お
金
  

　
歳
入
で
１
番
多
い
の
は
、
地
方
交
付
税

で
、
１
２
０
億
９
０
３
９
万
円
が
交
付
さ

れ
ま
し
た
。
地
方
交
付
税
は
、
市
税
な
ど

で
賄
い
き
れ
な
い
市
の
財
源
を
補
う
た
め

に
国
か
ら
交
付
さ
れ
る
も
の
で
、
合
併
　１１

年
目
（
平
成
　
年
度
）
か
ら
普
通
交
付
税

２６

の
合
併
に
係
わ
る
特
別
措
置
が
段
階
的
縮

減
期
間
に
入
っ
て
い
ま
し
た
が
、
平
成
　３０

年
度
で
合
併
に
係
る
特
例
が
終
了
と
な

り
、
今
年
度
（
令
和
元
年
度
）
か
ら
は
加

算
が
な
く
な
り
ま
す
。

　
主
に
建
設
事
業
の
資
金
と
し
て
国
や
金

融
機
関
等
か
ら
借
り
入
れ
た
市
債
は
、
　３３

億
１
４
８
０
万
円
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
ま
た
、
市
民
の
み
な
さ
ん
か
ら
納
め
て
い

た
だ
い
て
い
る
市
民
税
や
固
定
資
産
税
、
軽

自
動
車
税
、
市
た
ば
こ
税
な
ど
の
市
税
の

内
訳
は
  

 の
よ
う
に
な
り
ま
す
。

　
自
主
財
源
の
根
幹
と
な
る
市
税
収
入
は

　
億
４
万
円
、
市
民
一
人
あ
た
り
に
換
算

５０す
る
と
　
万
２
１
６
円
を
納
め
て
い
た
だ

１２

い
た
こ
と
に
な
り
ま
す
。

▼
市
が
使
っ
た
お
金
  

　
次
に
、
お
金
の
使
い
道
に
つ
い
て
紹
介

し
ま
す
。
平
成
　
年
度
決
算
の
歳
出
の
中

３０

で
、
１
番
大
き
な
割
合
を
占
め
て
い
る
の

が
、
民
生
費
で
　
億
８
８
５
２
万
円
で
、

５８

み
な
さ
ん
の
生
活
の
手
助
け
を
す
る
福

祉
、
医
療
費
な
ど
に
使
わ
れ
て
い
ま
す
。

２
番
目
は
公
債
費
で
　
億
６
２
１
９
万
円

４２

と
な
っ
て
い
ま
す
。
こ
れ
は
、
ま
ち
づ
く

り
の
た
め
の
借
入
金
の
返
済
で
す
。
３
番

目
が
総
務
費
で
　
億
７
６
１
７
万
円
で
、

４０

全
体
的
な
事
務
や
財
産
管
理
な
ど
に
使
わ

れ
ま
し
た
。

図
１

表
１

図
２

歳入と歳出の差引額は

　　　　１３億５,９２３万円（繰越金）
(内  訳)　
毅平成３０年度内に完了できずに、令和元年度に
繰り越された事業の財源＝５億６,９１９万円

毅予算以上の歳入があった場合や、節約により
予算額以下の費用で執行した場合などの純
粋な余剰金＝７億９,００４万円（令和元年度予算
の財源となります）

滑平成１８年度から平成
１９年度にかけては、
国の三位一体改革に
よる税源移譲のた
め、市税が増えまし
た。また、平成２４年度
は、一時的に事業外
収益による納税額が
増えた会社があった
ため、法人市民税が
大幅に増加しました。

滑市の厳しい財政状況
から、今後も計画的
に借り入れを行う取り
組みを継続します。
※臨時財政対策債と
は、地方交付税として
交付するべき国の財
源が不足した場合に、
その不足分を地方自
治体が直接借り入れ
を行うもので、その元
利償還金は後年度の
普通交付税の算定に
全額算入されます。

20億1,878万円市　民　税

25億5,732万円固定資産税

1億4,274万円軽自動車税

2億4,777万円市たばこ税

3,343万円入　湯　税

50億        4万円計

市税の内訳

図１ 歳入：市に入ったお金（一般会計）

２９６億２,９９１万８,４０７円

表１

56

億円

54

52

48

50

46

44

0
１５

46.3 億円

47.5 億円

49.5 億円

48.9 億円

54.4 億円
53.2 億円

51.3 億円
51.7 億円

50.8 億円 50.４億円 50.0 億円 50.0 億円

50.9 億円

55.8 億円

１６ １7 １8 19 20 21 22 23 24 25 26 27

50.7 億円

50.6 億円

28 29 30

平
成
年
度

0

20

40

60

80

100

億円

平
成
年
度

１５ １６ １7 １8 １9 20 21 22 23 24 25 26 27 29 3028

89.0億円

19.6億円

13.7億円

10.6億円
9.5億円

8.6億円
8.1億円 12.5億円

15.0 億円
11.1 億円 11.0 億円

10.7 億円

64.3億円
61.8億円

46.3億円
38.4億円

33.4億円

38.7億円 42.3億円

34.0 億円 33.1 億円
28.4 億円

9.4 億円 8.7 億円

28.9 億円
28.8 億円

23.5 億円

45.3 億円

7.9 億円 7.5 億円
7.8 億円

31.5億円

市債の合計

うち臨時財政
対策債の額

市税の推移

　
平
成
　
年
度
の
郡
上
市
の
各
会
計
決
算
が
、
令
和
元
年
第
２
回
市
議

３０

会
定
例
会
で
認
定
さ
れ
ま
し
た
。

　
み
な
さ
ん
に
納
め
て
い
た
だ
い
た
税
金
は
、
こ
の
１
年
間
で
ど
の
よ

う
に
使
わ
れ
た
の
で
し
ょ
う
。
一
般
会
計
を
中
心
に
そ
の
概
要
を
お
知

ら
せ
し
ま
す
。

市債の（借入金）推移
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議
会
費
…
議
会
の
活
動
に
要
す
る
経
費
で
、
議
員
の
報
酬

　
　
　
　
や
委
員
会
の
運
営
費

　総
務
費
…
全
般
的
な
管
理
事
務
、
企
画
調
整
事
務
、
財
政
・

　
　
　
　
財
産
管
理
に
要
す
る
経
費

　民
生
費
…
社
会
福
祉
、
障
が
い
者
、
高
齢
者
、
児
童
福
祉
、
生

　
　
　
　
活
保
護
、
災
害
救
助
関
係
に
要
す
る
経
費

　衛
生
費
…
市
民
の
み
な
さ
ん
が
健
康
で
衛
生
的
な
生
活
環

　
　
　
　
境
を
保
持
す
る
た
め
の
経
費

　農
林
水
産
業
費
…
農
作
物
の
生
産
、
園
芸
振
興
、
農
地
、

　
　
　
　
林
業
、
水
産
業
に
要
す
る
経
費

　商
工
費
…
商
工
業
の
振
興
、
そ
の
他
観
光
事
業
に
要
す
る

　
　
　
　
経
費

　土
木
費
…
道
路
橋
梁
、
河
川
砂
防
、
土
木
関
連
に
要
す
る

　
　
　
　
経
費

　消
防
費
…
消
防
事
務
、
風
水
害
・
地
震
な
ど
の
災
害
防
除
、

　
　
　
　
災
害
が
生
じ
た
場
合
の
被
害
軽
減
活
動
の
経
費

　教
育
費
…
教
育
委
員
会
、
小
・
中
学
校
、
社
会
教
育
な
ど

　
　
　
　
す
べ
て
の
教
育
関
係
経
費

　災
害
復
旧
費
…
災
害
に
よ
っ
て
生
じ
た
被
害
の
復
旧
に
要

　
　
　
　
す
る
経
費

　公
債
費
…
市
債
の
元
金
・
利
子
・
一
時
借
入
金
の
利
子
な

　
　
　
　
ど
の
返
済
に
あ
て
ら
れ
る
経
費

　投
資
的
経
費
…
普
通
建
設
事
業
（
工
事
関
係
費
）
と
災
害

　
　
　
　
復
旧
事
業
に
要
す
る
経
費

　人
件
費
…
議
員
、
各
種
委
員
の
報
酬
、
職
員
の
給
与
費
、

地
方
公
務
員
共
済
組
合
負
担
金
な
ど
に
要
す
る

経
費

　扶
助
費
…
乳
幼
児
医
療
費
や
児
童
手
当
な
ど
、
福
祉
に
関

　
　
　
　
す
る
経
費

　補
助
費
…
各
種
団
体
へ
の
助
成
金
な
ど
に
要
す
る
経
費

　物
件
費
…
委
託
料
や
使
用
料
、
賃
金
、
需
用
費
な
ど
に
要

　
　
　
　
す
る
経
費

旺

王

欧

翁
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横横横横横横横横横横横横横横横横横横横横横横横横横横横横横横横横横横横横横横横横横横横

殴
殴
殴
殴
殴
殴
殴
殴
殴
殴
殴
殴
殴
殴
殴
殴

殴
殴
殴
殴
殴
殴
殴
殴
殴
殴
殴
殴
殴
殴
殴
殴

▲人件費は職員数の見直しなどにより、合併時から

約１８.７億円削減しました。

▲投資的経費は道路などの整備に使われていますが、平成１５年度

から縮減しています。平成２３年度は、白鳥中学校の整備や災害

復旧事業によって、平成２９年度は郡上市北部斎苑や郡上市産業

プラザなどの建設事業により増加しています。

用

語

説

明

図２ 歳出：市が使ったお金（一般会計）

２８２億７,０６９万４,５２１円

図３ 性質別歳出の内訳（一般会計）
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522.8
億円

527.7
億円

543.3
億円

540.5
億円

526.3
億円

505.4
億円

487.5
億円

471.7
億円

462.9
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436.8
億円
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億円
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億円
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億円

339.4
億円 332.3
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▲平成３０年度決算では３３２.３億円となり、平成１７年度のピーク時と比

べると２１１.０億円減りました。今後も減らす努力を継続していきます。

行政の運営に
28億3,42628億3,426万円万円

（10.4％）（10.4％）

40億7,617万円

（14.4％）

議会活動に 1億6,563万円（0.6％）

〔議会費〕

災害復旧費災害復旧費

9億9億5,7755,775万円万円（3.4％）（3.4％）

29億1,86129億1,861万円万円

（10.3％）（10.3％）

24億   77724億   777万円万円（8.5％）（8.5％）

30億6,90030億6,900万円万円

（10.9％）（10.9％）

10億9,08810億9,088万円 万円 （3.9％）（3.9％）

災害復旧費

9億5,775万円（3.4％）

〔総務費〕

〔衛生費〕〔衛生費〕

〔教育費〕〔教育費〕

道路や橋、計画的な道路や橋、計画的な
まちづくりにまちづくりに

〔土木費〕〔土木費〕

消防活動に消防活動に

〔消防費〕〔消防費〕

健康増進と健康増進と
環境衛生に環境衛生に
健康増進と
環境衛生に
29億1,861万円

（10.3％）

〔衛生費〕

学校・社会教育学校・社会教育
保健体育・スポーツに保健体育・スポーツに
学校・社会教育

保健体育・スポーツに

24億   777万円（8.5％）

〔教育費〕

まちづくりのためのまちづくりのための
借金返済に借金返済に

42億6,21942億6,219万円万円

（15.1％）（15.1％）

〔公債費〕〔公債費〕

農林業農林業
水産業水産業
土地改良に土地改良に

21億6,38321億6,383万円万円

（7.6％）（7.6％）

〔農林水産業費〕〔農林水産業費〕

まちづくりのための
借金返済に

42億6,219万円

（15.1％）

〔公債費〕

農林業
水産業
土地改良に

21億6,383万円

（7.6％）

〔農林水産業費〕

道路や橋、計画的な
まちづくりに

30億6,900万円

（10.9％）

〔土木費〕

消防活動に
10億9,088万円 （3.9％）

〔消防費〕

商工観光業の振興に

12億7,034万円（4.5％）〔商工費〕

福祉・医療に福祉・医療に
58億8,85258億8,852万円万円

（20.8％）（20.8％）

〔民生費〕〔民生費〕

福祉・医療に
58億8,852万円

（20.8％）

〔民生費〕
市民一人あたりに

67万9,715円が使われました。
（Ｈ31.4.1人口より）

282億7,069万円

歳出総額

116億7,394116億7,394万円万円

（37.1％）（37.1％）

人件費人件費

62億2,97562億2,975万円万円

（22.0％）（22.0％）

52億5,65052億5,650万円万円

　　（18.6％）　　（18.6％）

40億3,85940億3,859万円万円

（14.3％）（14.3％）

42億6,21942億6,219万円万円

（15.1％）（15.1％）

37億9,31637億9,316万円万円

（13.4％）（13.4％）

30億9,17930億9,179万円万円

（10.9％）（10.9％）

45億   24545億   245万円万円

（16.0％）（16.0％）

義務的経費義務的経費
113億9,257113億9,257万円万円

（40.3％）（40.3％）

62億2,975万円

（22.0％）

普通建設事業普通建設事業普通建設事業
52億5,650万円

　　（18.6％）

40億3,859万円

（14.3％）

公債費公債費公債費

42億6,219万円

（15.1％）

物件費物件費物件費
37億9,316万円

（13.4％）

扶助費扶助費扶助費

30億9,179万円

（10.9％）
補助費等

23億5,276万円

（8.3％）

45億   245万円

（16.0％）

その他の経費その他の経費その他の経費

106億4,837106億4,837万円万円

（37.7％）（37.7％）

106億4,837万円

（37.7％）

義務的経費
113億9,257万円

（40.3％）

その他その他その他

歳出総額
282億7,069万円

9億7,325万円（3.4％）

投資的経費投資的経費投資的経費

災害復旧事業

人件費

人件費の推移

投資的経費の推移

地方債残高の推移
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　国民健康保険に加入している人が、病気やけがで診療を受けたとき、その

医療費（本人負担分を除いた費用＝保険給付費）を負担しています。国民健康保険事業

　７５歳以上の人（一定の障がいがある人は６５歳以上）は、後期高齢者医療

制度に加入します。運営は岐阜県後期高齢者医療広域連合が行い、市は保

険料の徴収、各種申請などの業務を行っています。

後期高齢者医療事業

介護保険事業
　介護や支援が必要になったときに介護サービスや介護予防サービスを提供し、保険

加入者とその家族を支援します。サービス費用のうち、本人負担を除いた費用（保険

給付費）は国保連合会を通じて事業者に支払われています。
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２７.０
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29.5

30.4 30.4 30.4

32.0 31.3

32.3 32.5 32.1 33.2

31.7

30.730.9

保険給付費の推移

歳入総額

50億1,482万円

歳出総額

47億1,064万円

保険給付費保険給付費

３０３０億3,6773,677 万円万円

（64.5%）（64.5%）

国・県からの国・県からの

交付金交付金

31億 8,190億 8,190 万円万円

（63.5%）（63.5%）

国民健康国民健康

保険税保険税

9 億 9,2299 億 9,229 万円万円

（19.8%）（19.8%）

一般会計・基金一般会計・基金

からの繰入金からの繰入金

3億3,2673,267 万円万円

（6.6%）（6.6%）

その他その他

5 億    796796 万円万円

（10.1%）（10.1%）

保険給付費

３０億3,677 万円

（64.5%）

国・県からの

交付金

31億 8,190 万円

（63.5%）

国民健康

保険税

9 億 9,229 万円

（19.8%）

一般会計・基金

からの繰入金

3億3,267 万円

（6.6%） 国民健康保険国民健康保険

事業費納付金事業費納付金

1212 億7,2037,203 万円万円

（27.0%）（27.0%）

国民健康保険

事業費納付金

12 億7,203 万円

（27.0%）

保健事業費

7,242 万円（1.5%）

諸支出金

9,884 万円

（2.1%）

基金積立金

2億   39万円（4.3%） 総務費

3,019 万円（0.6%）

その他

5 億  796 万円

（10.1%）
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0

4.4

4.6

4.8

5.0
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5.4

5.6

5.8

6.0

4.6

4.9

5.２

5.4

5.6

5.7 5.8

5.２

5.3 5.35.3

歳入総額

5億9,168万円

歳出総額

5億8,445万円

広域連合負担金広域連合負担金

5億5,2615,261 万円万円

（9４.6%）（9４.6%）

後期高齢者後期高齢者

医療保険料医療保険料

３億 6,61３億 6,617万円万円

（61.9%）（61.9%）

一般会計からの一般会計からの

繰入金繰入金

１億 8,544１億 8,544 万円万円

（31.3%）（31.3%）

その他その他

4,0074,007 万円万円

（6.8%）（6.8%）

広域連合負担金

5億5,261 万円

（9４.6%）

後期高齢者

医療保険料

３億 6,617万円

（61.9%）

一般会計からの

繰入金

１億 8,544 万円

（31.3%）

保健事業費

2,335 万円

（4.0%）

総務費   666 万円（1.1%）

諸支出金

183万円（０.3%）
その他

4,007 万円

（6.8%）

歳出総額の推移

（億円）

24

0

26

28

30

32

36

38

40

34

24.4
26.4

27.2

28.3
29.6

32.1

32.7

34.3

3６.４ 37.7 37.8 37.1 38.0

38.9

31.6

保険給付費の推移

16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 29 3028

平
成
年
度

一般会計・一般会計・

基金からの繰入金基金からの繰入金

6億  13  137万円万円

（13.5%13.5%）

国・県からの県からの

交付金交付金

17億3,4993,499 万円万円

（39.0%39.0%）

介護保険料介護保険料

8 億4,474,474万円万円

（19.0%19.0%）

支払基金交付金支払基金交付金

10億6,896,895万円万円

（24.1%24.1%）

一般会計・

基金からの繰入金

6億  137万円

（13.5%）

国・県からの

交付金

17億3,499 万円

（39.0%）

介護保険料

8 億4,474万円

（19.0%）

支払基金交付金

10億6,895万円

（24.1%）

その他

1 億 9,696 万円

（4.4%）

保険給付費保険給付費

38億9,01,017万円万円

（89.5%89.5%）

保険給付費

38億9,017万円

（89.5%）

地域支援事業費

1億5,111万円

（3.5%）

総務費

8,758 万円（2.0%）

その他

2億1,629 万円

（5.0%）

歳入総額

44億4,701万円

歳出総額

43億4,515万円

　保険給付費（医療費のうち本人負担を除いた費用、高
額医療費など）は、３０.４億円となりました。被保険者数の
減少により、保険給付費は減少していますが、一人当た
りの医療費は、３６万１,８４３円と前年に比べ１万１,４７８円の増
加となり、年々増加傾向となっています。

　歳出総額は、５.８億円、そのうち広域連合に支

出している保険料等の負担金が５.５億円と９４.６％

を占めています。

　介護の認定を受けた人（認定者数）は増加傾向にある
ため、保険給付費もここ数年増加傾向となっています。
今後も認定者数は増加することが予想され、給付費も
増加すると考えられます。

平成平成

3030
年度年度

平成

30
年度 特 別 会 計特 別 会 計特 別 会 計 主な事業主な事業

の 決 算の 決 算
主な事業
の 決 算

　市の財布には、通常の行政事務でお金を出し入れする「一般会計」と、特定の事業のためのお

金を出し入れする「特別会計」、「公営企業会計」があります。今回は、４つの特別会計の歳入・

歳出（平成３０年度決算）と、それぞれの主な使い道の推移をグラフにしました。
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　下水集合処理施設及び市設置型合併処理浄化槽の適正な維持管理を行うとともに、快適

な暮らしと良好な環境づくりのため、施設整備に取り組んでいます。これらの施設の整備の

ために借り入れたお金の残高（地方債残高）の推移は、下のグラフのとおりです。
下水道事業

　郡上市民病院と国保白鳥病院を運営する会計です。平

成２１年度から改革プランを実施し、一時は経営の改善が

なされましたが、平成２６年度以降厳しい決算状況となって

います。今後も、平成２８年度に策定した第二次改革プラン

に沿って経営改善に努めます。

　上水道とは、計画給水人口が５，００１人以上の施設をいいます。

平成３０年度、簡易水道事業を統合し、給水区域の４０か所を運営

しており、一般会計繰入金を受け入れながら、安定した経営が

続いています。

　なお、簡易水道事業を上水道事業に統合したことにより、そ

れまでの簡易水道事業特別会計の地方債残高が算入されたこと

に伴い、平成３０年度末の地方債残高は一挙に増加しています。

年度別純利益の推移 (純利益＝収益－費用） 【単位：千円】

年度別純利益の推移 (純利益＝収益－費用） 【単位：千円】
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19.7

20.3
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12.6
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10.7
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公 営 企 業 会 計

歳入総額

23億9,496万円

歳出総額

23億6,931万円

建設費建設費

1億     15151万円万円

（ 4.3% 4.3%）

公債費公債費

（借入金返済）（借入金返済）

15億   32   321万円万円

（63.4%63.4%）

施設管理費施設管理費

6 億1,261,264万円万円

（25.9%25.9%）

建設費

1億   151万円

（ 4.3%）

国・県からの補助金

　3,377 万円（1.4%）

一般会計からの一般会計からの

繰入金繰入金

12億9,979,977 万円万円

（54.3%54.3%）

市債（借入金）市債（借入金）

3億1,241,240 万円万円

（13.0%13.0%）

一般会計からの

繰入金

12億9,977 万円

（54.3%）

使用料・使用料・

負担金など負担金など

７億1,4991,499 万円万円

（29.9%29.9%）

使用料・

負担金など

７億1,499 万円

（29.9%）

市債（借入金）

3億1,240 万円

（13.0%）

公債費

（借入金返済）

15億   321万円

（63.4%）

総務管理費

１億4,042万円

（5.9%）

施設管理費

6 億1,264万円

（25.9%）

その他

　　　3,403 万円（1.4%）

災害復旧費

　　　1,153 万円（0.5%）

２３２２２１２０１９１８１７１６年  度

132,39550,358△163,056△321,465△613,262△334,499△363,660△237,269純利益

３０２９２８２７２６２５２４年  度

△199,589△228,669△237,975△116,577△190,00763,346201,475純利益

　市設置型合併処理浄化槽の整備を推進するととも

に、地方債の償還を進めています。平成３０年度末残高

は１６４.７億円となり、順調に減少しています。
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病院事業会計

上水道事業会計

２３２２２１２０１９１８１７１６年  度

33,24826,33728,07327,41024,04829,48921,58615,268純利益

３０２９２８２７２６２５２４年  度

33,76373,40375,83070,66257,66974,70225,888純利益


